
目標１「お互いの幸せのために、自然に関わりあいのできる「つながり」をつくろう」の課題整理表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題の検証 
現計画の施策 
施策１：人への思いやり、やさしい心が自然に育つ教育、意識づく

り 
施策２：誰もが分け隔てなく参加し、協力できる地域のつながりづ

くり 
施策３：地域活動のため、動きやすい活動のしくみづくり 
 
千葉ニュータウン等への人口集中、核家族化、少子化・高齢化とい

った現象は、地域における人々の関係も希薄化し、特に働き盛りの世
代では、仕事に追われ地域に目を向けられない傾向がみられます。 
➀ 人への思いやり、やさしい心が自然に育つ教育、意識づくり 
地域福祉を推進する上では、市民一人ひとりが、お互いの人権を尊

重しながら、ふれあい意識を持つとともに、人と人とのつながりを持
ち、地域活動につなげていくことが重要です。 
平成 28年度アンケート調査をみると、地域の問題に自身が関わる

べきと感じる割合が前回調査と比べ低下しています。また、「福祉教
育の充実」について重要度に比べて満足度が低くなっています。 
事業評価をみると、社会福祉協議会による心のバリアフリーにつ

いて、教育の現場や、講演会などで市民の理解を深める活動、市内の
企業・事業所と地域との連携意識の推進、市民向けの福祉施設見学や
体験学習の機会の設置があまりできていません。 
そのため、地域住民が協力し合える地域をつくるためには、子ども

の頃から福祉の心を育てるとともに、地域住民の一人ひとりの助け合
い意識を育てていくことや、交流や体験を通して、高齢者や障がいの
ある人、認知症のある人などに対する理解を深めることが必要です。 

 
② 誰もが分け隔てなく参加し、協力できる地域のつながりづくり 
住民の近所付き合いや地域での助け合いに関する意識の希薄化が

進んでおり、住民同士で地域を支えあっていくためには、あいさつが
重要です。 
平成 28年度アンケート調査をみると、地域間で、地域づきあいの

必要性の認識や参加意欲、地域活動への参加の割合が異なり、特に、
若い世代で必要性の認識、参加意欲、参加の割合が低くなっています。
また、地域の支えあい・助け合いの意識向上や地域の見守り活動を重
要と考える人が多くなっています。 
事業評価をみると、社会福祉協議会による家庭や地域でのあいさ

つや声かけの推進の後援、地域座談会の開催があまりできていませ
ん。 
そのため、あいさつから近所付き合いや地域の活動への参加に対す

る意識や地域への愛着を高め、地域活動の大切さや活動の起こし方な
どの情報提供を行い、活発な地域活動を広めていくことが必要です。 

 
③ 地域活動のため、動きやすい活動のしくみづくり 
地域活動やボランティア活動においては、将来の担い手の不足や活

動メンバーの固定化が大きな問題となっており、若年層や団塊世代の
参加促進をはじめ、参加者の裾野を広げていくことが重要です。 
平成 28年度アンケート調査をみると、地域に愛着がある人ほどボ

ランティア経験者が多く、仲間やきっかけがあれば今後参加したい人
が多くなっています。また、地域リーダーの育成、ボランティア活動
の活性化は満足度が低くなっています。 
事業評価をみると、社会福祉協議会によるボランティア活動や市

民活動のＰＲや情報発信、ボランティアセンター機能の強化、活動の
場の提供、地域の福祉人材の育成や活用があまりできていません。 
そのため、ボランティア等の地域活動に関心を持ってもらえるよう

な仕組みづくり、きっかけづくりを行い、継続的に情報発信し、新た
な担い手を育成していくことが必要です。 
 

 

 

 

 

 

 

統計データ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

社会環境 
【アンケート調査等結果からの現状】 

 

 

 

 

行政（公助）の課題 
【事業評価やアンケート調査等結果から

の現状】 

○地域の支えあい・助け合いの意識向上
や地域の見守り活動を重要と考える人
が多い一方、地域リーダーの育成、ボ
ランティア活動の活性化は重要度が低
いと感じる人が多い。また、地域リー
ダーの育成、ボランティア活動の活性
化は満足度が低い割合も高い。 

○重要度に対して満足度が低い項目は、
「福祉情報の充実」「相談支援体制の充
実」「福祉教育の充実」 

・福祉を考える機会の充実について市民
の出前講座認知度は高まっているが、
メニュー数が減少傾向。 

・家庭や地域でのあいさつや声かけの推
進の後援について、中学校区によって
回数が少ない。 

・ボランティア活動や市民活動のＰＲや
情報発信について、社会福祉協議会で
広報紙やホームページを活用できてい
ない。 

・ボランティアセンター機能の強化がで
きていない。 

・地域の福祉人材の育成や活用について、
ボランティア養成講座等を実施してい
るが、ボランティア登録数等の増加に
結びついていない。 

 
【検証結果と課題】 
○福祉教育の充実が求められている。 
・市民のニーズに応える講座開設を推進
することが必要。 

・あいさつ運動を実施していない、また
は回数の少ない中学校区への推進が必
要。 

・地域座談会の開催について、住民、各
種団体、福祉施設等との話し合う機会
を今後も増やしていくことが必要。 

・社会福祉協議会の認知度を高めること
が必要。 

・職員体制を厚くし、ボランティアセン
ター機能を強化させていくことが必
要。 

・ボランティア養成講座等の受講者に対

する活動の場を用意していくことが必

要。 

市民（自助）の課題 
【アンケート調査等結果からの現状】 

○できる支援は、「声かけ、見守り」が８割弱で最大、次いで移動支援が約２割 

○困りごとは家族や友人に相談する人が多く、相談しない人が約３％、相談で

きる相手がいない人が１％未満。70歳代では、友人の割合が低く、民生委員

の割合が高い。 

○ボランティア経験者は３割弱。地域に愛着がある人ほど経験者が多い。また、

仲間やきっかけがあれば今後参加したい人が多く、「仲間がいれば参加した

い」人は前回と比べ増加。 

○ボランティア活動の参加に必要なことは「きっかけ」が最も高い。また、「活

動自体を楽しく興味深いものにする」の割合が顕著に増加している。 

 

【検証結果と課題】 

○声かけ、見守りや、買い物時の移動支援など、取り組みやすい手助けに取り

組むきっかけの提供が必要。 

 

 

 

 

 

 

地域（共助）の課題 
【アンケート調査等結果からの現状】 

○地域間で、地域づきあいの必要性の認識や参加意欲、地域活動への参加の割合

が異なる。また、若い世代で必要性の認識、参加意欲、参加の割合が低い。 

○地域の問題に自身が関わるべきと感じる割合が前回と比べ低下 

○困りごとは家族や友人に相談する人が多く、相談しない人が約３％、相談でき

る相手がいない人が１％未満。70歳代では、友人の割合が低く、民生委員の割

合が高い。 

 

【検証結果と課題】 

○若い世代を中心に、地域のつながりの重要性の啓発と地域活動への参加のきっ

かけづくりが必要 

 

前提条件 
【アンケート調査等結果からの現状】 

○地域への愛着が最も強いのは 70歳代、次いで 20歳代。最も低いのは 50歳代 

○社協の名前と活動内容を知っている人は１割半ば。 

○民生委員の担当者も活動内容も知っている人は１割未満で、若い世代ほど認知

度が低い。 

 

【検証結果と課題】 

○社会福祉協議会、民生委員の知名度を高める取組が必要。 

 

 

 

 
 

【ＰＰＭ】 

平成 27年度事業評価 

 できている ほとんどできている あまりできていない できていない 

施策１ 5 3 4 0 

施策２ 4 1 2 0 

施策３ 12 2 3 2 

 



目標２「誰もが安心して必要なサービスを利用できる「しくみ」をつくろう」の課題整理表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題の検証 
 

現計画の施策 

施策４：わかりやすく、いつでも利用できる情報提

供や相談のしくみづくり 

施策５：安心して利用できる福祉サービスの基盤づ

くり 

 

本市では、一人暮らし高齢者者や要介護認定者、認

知症高齢者、障がいのある人、一人親家庭など支援が

必要な方が年々増加しており、それらの方の生活課題

やニーズも多様化してきています。 

➀ わかりやすく、いつでも利用できる情報提供や相

談のしくみづくりについて 

だれもが住み慣れた地域で、安心して暮らし続けて

いくためには、必要なサービスや制度の利用方法等を

知り、安心して良質なサービスを利用できる体制が重

要です。 

平成 28年度アンケート調査をみると、福祉に必要

な事業では、「福祉・介護サービスなどに関する福祉

情報の充実」の割合が最も高く、次いで「気軽に困り

ごとを相談できる相談窓口の充実」が挙がっていま

す。また、地域においては困りごとについて身近に相

談できる相手がいない人もいる中で、社会福祉協議会

や民生委員などの周知が十分図られていない現状も

みられます。 

事業評価をみると、社会福祉協議会による情報発
信や相談窓口の充実・広報があまりできていません。 

そのため、各年代の情報入手手段やニーズに応じた

福祉に関する情報提供の充実が必要です。さらに、地

域の相談者や相談機関の周知を図るとともに、誰もが

利用しやすく、相談内容に応じて適切に専門機関や専

門職につながっていく仕組みづくりが必要です。 

 

② 安心して利用できる福祉サービスの基盤づくり

について 

利用者が不利益を被ることなく、安心して良質なサ

ービスを受けられるように、サービスの質の確保する

ことが重要です。 

平成 28年度アンケート調査をみると、福祉に必要

な事業では、「事業者の質の向上」「きめ細かい福祉サ

ービスの充実」が上位に挙がってきています。 

事業評価をみると、ゆうゆうサービス、ワンコイ
ンサービスの周知があまりできていません。 

そのため、障がいを持つ人や高齢者等が、安心して

自立した生活を送ることができるように、本人の自己

決定を尊重しながら、質の高い福祉サービスの利用を

支援するとともに、判断能力が十分でない人の権利を

擁護する体制の充実をしていくことが必要です。 

統計データ 
 

 

・高齢者の単身世帯の推

移は、平成 12年以降

増加しており、平成

22年では 1,339人と

なっています。 

 

・要介護認定者数は、

年々増加しており、平

成 27年９月末時点で

は 2,740人となって

います。 

 

・身体障害者手帳所持者

数は、年々増加傾向に

あり、平成 27年度に

は 2,336人となって

います。 

療育手帳所持者数は、

年々増加傾向であり、

平成 27年度には 497

人となっています。 

精神障害者保健福祉

手帳所持者数は、年々

増加傾向であり、平成

27年には 373人とな

っています。 

社会環境 
【アンケート調査等結果からの現状】 

 

 

 

 

行政（公助）の課題 
 
【事業評価やアンケート調査等結果からの現状】 

○福祉に必要な事業で最も高いのは、「サービスなどに関す

る福祉情報の充実」、次いで「相談窓口の充実」「事業者

の質の向上」「きめ細かい福祉サービスの充実」 

○行政と地域住民の関係は、「行政も住民も協力しあい、福

祉活動の解決のために、ともに取り組むべきである」が

最も高く、次いで「行政の責任はしっかりとはたすべき

だが、行政の手が届かない課題は住民も協力すべきであ

る」 

○重要度に対して満足度が低い項目は、「福祉情報の充実」

「相談支援体制の充実」「福祉教育の充実」 

・ガイドブック等の普及、活用について、社協ガイドブッ

クの配布を実施していない。 

・出前講座のＰＲ、内容の充実について、市民の出前講座

認知度は高まっているが、メニュー数が減少傾向。 

・地域福祉計画・地域福祉活動計画の普及について、社会

福祉協議会で地域福祉活動計画推進員会を開催すること

ができなかった。 

・市民同士の助け合いシステムの支援について、ゆうゆう

サービス、ワンコインサービスの周知ができていないた

め、利用者や協力者が増えていない。 

 

 

【検証結果と課題】 

○「福祉情報の充実」「相談支援体制の充実」が求められて

いる。 

・社協ガイドブックの内容の見直しや効果的な配布・活用

方法について検討することが必要。 

・市民のニーズに応える講座開設を推進することが必要。 

・民生・児童委員による相談援助活動について市民に理解

を得られるよう周知方法を検討していくことが必要。 

・社会福祉協議会活動の支援について、連携を図り事業を

推進することが必要。 

・市民同士の助け合いシステムの支援について、新地域支

援事業との関係とも協議していくことが必要。 

・成年後見制度など、利用者の尊厳や権利を守るしくみの

普及について、市や専門家と協議して社協の役割を検討

していくことが必要。 

・児童が増加している学童クラブの対応が必要。また、指

定管理者制度への移行を検討することが必要。 

 

 

市民（自助）の課題 
【アンケート調査等結果からの現状】 

 

 

 

【検証結果と課題】 

・ 

 

 

 

 

 

地域（共助）の課題 
【アンケート調査等結果からの現状】 

○困りごとは家族や友人に相談する人が多く、相談しない人が約３％、相

談できる相手がいない人が１％未満。70歳代では、友人の割合が低く、

民生委員の割合が高い。 

 

 

【検証結果と課題】 

○身近に相談できる相手がいない人がいる。 

 

前提条件 
 
【アンケート調査等結果からの現状】 

○社協の名前と活動内容を知っている人は１割半ば。 

○民生委員の担当者も活動内容も知っている人は１割未満で、若い世代ほ

ど認知度が低い。 

 

【検証結果と課題】 

○社協や民生委員の認知度が低い。 

 

 

 

 

 

平成 27年度事業評価 

 できている ほとんどできている あまりできていない できていない 

施策４ 12 8 2 2 

施策５ 11 5 1 1 

 



目標３「地域ぐるみで、いつまでも安心安全に暮らし続けられる「まち」をつくろう」の課題整理表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題の検証 
現計画の施策 

施策６：暮らしやすさを実感できるまちづくり 

施策７：地域でやさしく包み込む支援の輪づく

り  

 

誰もが住み慣れた家庭や地域で安全に安心に

暮し続けるためには、使いやすく利用しやすい生

活環境の整備や地域コミュニティの向上が必要

不可欠となります。 

➀ 暮らしやすさを実感できるまちづくり 

より多くの人が安全で快適に生活できるよう、

バリアフリー及びユニバーサルデザインの視点

による整備の推進など、社会に存在する様々な障

壁の改善を図っていくことが重要です。 

平成 28年度アンケート調査をみると、地域の

防災・防犯活動の推進を重要と考える割合が高く

なっているが、防災への備えとして「近所同士の

助け合える関係構築」「地域の防災訓練への参加」

の割合が低くなっています。また、めざすべきま

ちの姿として、「災害や犯罪から守られた、安
心・安全なまち」の割合が最も高くなっていま
す。 

事業評価をみると、災害時要援護者台帳の作
成、災害ボランティアの組織づくりがあまりで
きていません。 

そのため、移動が困難な人のための公共交通や

福祉交通の充実、移動しやすい歩道や子ども連れ

や高齢者等に配慮した施設の整備など、誰もが利

用しやすいまちの整備を進めるとともに、地域の

防犯・防災体制を整備し、「地域の安全は地域で

守る」という考えのもと、自助、共助による地域

住民相互の支え合い・助け合いが必要です。 

 

② 地域でやさしく包み込む支援の輪づくり 

子どもの連れ去り、高齢者等の消費者被害、Ｄ

Ｖや虐待などの犯罪を防ぐためには、高齢者や障

がいのある人、子育て家庭などが地域の中で孤立

させないことが重要です。 

平成 28年度アンケート調査をみると、「虐待、

ＤＶ、引きこもり等への対応」は、満足度が低い

人の割合が最も高く、重要度に比べて満足度が低

くなっています。 

そのため、地域のふれあい・支え合い体制を維

持しながら、高齢者や障がいのある方など様々な

支援を必要とする要配慮者に対して、関連機関と

連携を取りながら適切な対応をしていくことが

必要です。 

 

統計データ 
 

社会環境 
【アンケート調査等結果からの現状】 

 

 

 

 

行政（公助）の課題 
 
【事業評価やアンケート調査等結果からの現状】 

○満足度が低い人の割合が最も高い項目は「虐待、Ｄ

Ｖ、引きこもり等への対応」 

○めざすべきまちの姿として、「災害や犯罪から守ら
れた、安心・安全なまち」の割合が最も高い。 

・災害ボランティアの組織づくりについて、社会福祉

協議会で災害ボランティア養成講座を実施できな

かった。 

・地域の見守りネットワークづくりの支援について、

一部の支部が活発に展開している。 

 

 

 

【検証結果と課題】 

○「災害や犯罪から守られた、安心・安全なまち」
を理想とする人が多い。 

○「虐待、ＤＶ、引きこもり等への対応」が求められ

ている。 

・災害ボランティアの組織づくりについて、災害ボラ

ンティアセンターの運営も含め検討していくこと

が必要。 

・地域の見守りネットワークづくりの支援について、

全市的に活発な活動ができるように支援を継続し

ていくことが必要。 

・ＳＯＳネットワークの活用について、協力事業所の

拡大が必要。 

・外国人市民への相談・支援について、日本語が話せ

ない方のみで来庁した場合の対策が必要。 

・障がいを抱えた子どもたちへの学習支援について、

個別のニーズに合わせた支援が行えるように配置

人数および配置校、支援体制の検討が今後も必要。 

・地域での子育て支援の充実を図るため、環境づくり

に努めることが必要。 

 

 

 

市民（自助）の課題 
【アンケート調査等結果からの現状】 

○防災への備えは、「家族間の連絡方法の確認」が最も高く、次いで「避難場所

の確認や避難ルートの確認」「家族全員の避難方法の確認」。「近所同士の助け

合える関係構築」「地域の防災訓練への参加」の割合が低い。また、「特にな

い」が２割近い。 

○災害時に不安に思うことは、「適切な情報について」が最も高い。また、年齢

とともに適切な情報に関する不安を感じる割合が高くなる傾向がある。 

 

【検証結果と課題】 

○防災への備えをしてない人がいる。 

○災害時の情報提供に不安を感じる人が多い。 

 

 

 

 

地域（共助）の課題 
【アンケート調査等結果からの現状】 

 

 

 

 

【検証結果と課題】 

 

 

前提条件 
 
【アンケート調査等結果からの現状】 

○地域の防災・防犯活動の推進を重要と考える割合が高い。 

 

【検証結果と課題】 

○地域の防災・防犯活動への意識が高い。 

 

 

 

 

 

【ＰＰＭ】 

平成 27年度事業評価 

 できている ほとんどできている あまりできていない できていない 

施策６ 7 3 4 0 

施策７ 13 11 1 0 

 


